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Ⅰ．序─問題提起

文明研究所では 2017年度のコア・プロジェクトの一つと

して「里山再生（森里川海研究）プロジェクト」を設定してい

る．これは環境省および熊本県との連携プロジェクトの一環

で，2016年 4月の熊本地震の復興を視野に入れた環境研究

である1．「森里川海研究」とは環境省が主導する研究・教育

活動の一つで，森から川を通して平地部および海までの自然

環境の保全を総合的に考えることを目指す．それ故に，本プ

ロジェクトは，阿蘇草原から白川などの河川を通じて熊本平

野や河口部，有明海に至るまでを対象に，震災後の環境再生，

保全および今後の防災，減災を対象とした研究となる．

環境問題は，今日の地球規模的な諸問題の中で最も注目

すべき一つである．例えば地球温暖化に代表される気候変

動は，異常気象による旱魃や集中豪雨に伴う洪水というよう

に我々の日常生活にも大きな影響を与えている．最近では火

山の噴火や地震の頻発も見られる．とくに，熊本地震では自

然環境への大きな被害も見られたが，同時に多くの人的被害

も被った．地震は，本来は人為と離れた自然の現象である．

しかし，人間社会にもたらす被害を考えると，自然環境の変

化に対する日常的な理解や対応は，防災，減災という視点か

らも重要である．それ以上に，人間が自然環境にどのように

対峙し，共存していくのかは，今日に課せられた課題である．

2017年度のコア・プロジェクトでは，上のような観点から

今後の方向性について検討し，阿蘇草地から熊本平野およ

び河口域に至るまでの水循環を主たるテーマとした．とくに，

自然環境─およびそれがもたらす自然災害─について考える

上では，環境と人間営為の関係，人間による環境の把握につ

いての検討が不可欠となる．プロジェクトの具体的な活動は

2018年度からになるが，本報告では，プロジェクトを進める

上での前提となる状況や，今後の活動の方向性について提

示する．とくに，人間にとっての環境の在り方を問い直す意

味で，指標としての “環境QOL” なる概念を導入してその意

味について検討する．

本来，自然環境と人間営為は複雑に絡み合っていると考え

るのが妥当である．現在の自然環境の変化がどの程度人間営

為に起因するかは不明であるにしても，その原因の一端が科

学技術文明を推し進める現代社会の構造そのものにあること

も確かである．本プロジェクトでは熊本の事例を参考に，人

間の環境との共存についての将来的展望の提示を目指す．

Ⅱ．第一の前提─自然の変化と人間営為

現代文明が科学技術に根ざして展開してきたことはいうま

でもない．一方で人間社会に快適さ（comfort）をもたらして

きたテクノロジーは，他方では温暖化や海洋汚染，放射能汚

染など，自然環境を阻害してきた．すなわち，人間営為それ

自体が，ときには自然から何かを搾取し，ときには自然を破

壊してきたのである．現在の人間生活そのものを否定するわ

けではないが，人間社会と自然の関わり，すなわち人間が自

然という環境の中でどのように社会を形成してきたかは，常

に我々が意識しておかなければならない問題である．

これはある意味ではテクノロジーの功罪である．テクノロ

ジーの進展は知らず知らずのうちに人間を反自然的存在へと

向かわせる．例えば，人間はコンクリートに囲まれた都市を

形成し，高層ビルを建築し，そこに居住し活動する．人間が

最も安定する状態は地面に接していることである．したがっ

て，数十メートルを超える高層階での居住は，建物の存在を

無視すれば，自分がその高さだけ地上から離れた空間に位

置することを意味する．すなわち，人間は自然に反して存在

することになり，位置エネルギー（重力エネルギー）を考え

れば，その危うさはいうまでもない．これを可能にしているの

は高度に展開したテクノロジーであり，それは暴風雨や地震

を想定してさまざまな対策を講じ，高層ビルでの居住を可能原稿受理日：2018年1月12日
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にする．上は一例に過ぎないが，このようにして地球上の 75

億人の人々が常に自然と対峙して人間社会を形成してきたの

である．

ところが，自然は果たして人間の想定範囲におさまるとは

限らない．自然の変化，とくに大規模で急激な変化は，我々

にとって大きな圧力となり，ときには災害として被害をもたら

す．すなわち，自然の変化は人間社会にとっては “負の要素”

となり得るのである．人間はその事実と絶えず向き合わなけ

ればならない．人間のテクノロジーが高度に展開すればする

ほど，我々は反自然的存在の度合いを増して自然に立ち向か

い，自然の変化─ときには脅威─に応対しなければならない

のである．

自然災害の一つである地震について考えてみる2．地震は，

長い時間的スパンの中で生じる自然の営みである．いかに地

球の自然の姿（形態）が破壊され，いかに影響がもたらされ

ようと，それは地球にとっては 46億年の歴史の中で繰り返さ

れてきた “通常の” 変化である．それは地球に息づく生物にと

っても同様である．地震は “自然の攪乱 ”（natural 

disturbance）であり，同時に “生態系の攪乱”（ecological 

disturbance）をもたらす．すなわち，巨視的に見れば，地球

の活動によって生態系の消滅，再生および新たな創造が起こ

り，そこから自然における新たな生態系の形成が生じる．生

態系における個々の生物という点からみると，こうした自然の

攪乱に対しては，それぞれがどのような形で自然と接してい

るか（暴露（exposure）），どの程度自然の攪乱に耐え得るか

（脆弱性（vulnerability））が問題となる．また，自然変化によ

って一旦は阻害された生物がどの程度もとの状態に復帰し得

るか（復元性（resilience））も重要である．いうなれば，地震

という地球の変化とそれに伴う生態系の変化は，それ自体が

全体として自然のメカニズムの一つなのである．

他方，人間活動という点からすると，地震は人命の喪失や

構築物の破壊など人間社会に多大な被害をもたらす，その

意味では地震は人間社会にとって “負の要素” ─有害事象

（hazard）─であり，いわゆるリスクとなる．人間が自然の中

で “人為的”に社会を構成し，生活しているからである．人間

が自然の中に進出─ときとして自然を侵食─して生を営む以

上，自然の攪乱（自然の変化）と対峙していくことは必然であ

る．したがって，人間社会も生物種と同様に，生活の場がど

の程度自然と接触しているか（暴露），生活基盤がどの程度

自然の変化に耐えうるか（脆弱性），震災からどのように立ち

直るか（復元性）が問題となる．

しかし，人間社会の場合は生物種とは異なる．それは，人

間社会が自然を切り開いて形成されてきたからである．原初

の時代は，人間はおそらく他の生物種と同様に，ほとんど自

然の一部として存在していた．したがって，自然の変化には

ただ身を任せるのが精一杯であったはずである．やがて人間

は自然の一部を切り開いて里山を築き，集落を形成し，農地

を耕して自らの営みを進めてきた．また，技術や産業を展開

させて都市文明を築き，社会インフラの整備のために自然を

切り崩して道路やダムを建設してきた．それでも，人間はと

きには自然を審美的な観光資源として活用しよう試みる．し

かし，そのための施設整備もまた自然を切り開いて行ってき

た．すなわち，人間は自然の本来の姿を奪い，自らの生活の

ために自然を改変してきたのである．それだけに，人間の生

活空間は自然に対して暴露の状態にあり，同時に脆弱性を有

する．そして，復元性という点では，震災からの復興は都市

部ではインフラ復興─人間が生活する上での社会基盤つま

りは人間の生活基盤の復興─を意味する．それは，反自然的

行為をさらに増長することも事実である．

上で述べた自然に対する暴露，脆弱性を考えれば，自然

の変化は人間に大いなる脅威をもたらす．ましてや人間営為

が自然を蹂躙するがごとく展開する現代にあっては，本能を

剥き出しにした自然のしっぺ返しにはただ慄くばかりである．

しかし，人間は自然に対する対処法をも検討するだけの英知

を備えている．現在では，人間営為と自然環境との関係性に

ついてさまざまな視点から検討がなされている．地球温暖化

や環境汚染といった人間営為にも起因する自然の変化に対し

ては，その行為を自制する試みが続けられている．地震のよ

うな自然変化に対しては，それ自体を防ぐことは難しいが，

被害をいかに最小限にくい止めるかに着目し，防災や減災の

対策が講じられているのである．

我々は，自らを取り巻く自然について常に検討しなければ

ならない．本来，自然は自己浄化能力を有している．“自然の

攪乱” もまたその一部なのである．しかし，人間営為が自然

のキャパシティを超え，不可逆的な範囲にまで展開してしま

うときに，人間の能力は地球が有する “復元性” を肩代わりで

きるのであろうか．その意味で，我々は自らの文明を再認識

する時期にきていると考えざるを得ない．すなわち，地球規
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模での持続可能性（global sustainability）の重要性に対する

再認識が求められているのである．

Ⅲ．第二の前提─地球規模での環境の再認識

地球温暖化に代表される地球規模での環境変化の検討と

しては，世界的にさまざまな動きが展開されている．そうし

た活動は，科学技術を駆使して “進化” してきた近年の人間

営為がいかに自然環境を変化させてきたかについて指摘し，

また，地球に対する人間活動の過度の影響に警鐘をならして

いる．以下では，環境問題に対する最近の二つの試みについ

て紹介する．

1．“Anthropocene”

2000年，ノーベル賞受賞者のクルツェン（Paul Crutzen）

は，自然学者のステルマー（Eugene F. Stoermer）とともに，

「人新生」（Anthropocene）という概念を提唱した3．これは現

在の地球の地質学的な状況を称する概念である．現在の我々

は地質学的な年代区分としては完新世（Holocene）に位置す

る．しかし，クルツェンは，近年の科学技術の著しい進歩に

より，人間活動は地球に新たな段階をもたらしていると主張

する．人類は18世紀の産業革命を境に，活動の領域を大幅

に拡大してきた．実際，人間の地球資源の消費量は増大し，

CO2や窒素酸化物の排出を増加させることで大気汚染を生

じさせてきた．また，昨今では新たな化合物や原子力利用に

よる放射性物質などの蓄積をもたらしている．これらの人間

活動は明らかに地球の状況を改変し，もはや人間が自然を超

える力を備え，新たな支配をもたらしている．そして，その

結果は大気組成や地質などといった地球規模的なレベルに

達しているのである．これまでは自然の変動が地質学的変化

をもたらし，それが地層に蓄積されてきた．同様に，現在で

は人間営為の結果が地層にまで刻まれている．それがまさに

“Anthropocene”と呼ばれる時代なのである．

クルツェンとステルマーは，この “Anthropocene” の始まり

を，自ら恣意的としながらも，18世紀の産業革命に見出そう

とする．蒸気機関の発明による化石燃料の大量消費やそれ

に起因する大気汚染の始まりを見据えてのことである．また，

その後の 200年余りに亘って人間活動の地球への影響が顕

著に見られるからである．彼らは，“Anthropocene” 期におけ

る人類の継続的な繁栄がこの後何年も続くとしながら，人類

にとっての地球の危機を以下のように指摘する．大規模な自

然災害，予期せぬ伝染病の蔓延，核戦争，小惑星の衝突，

新たな氷河期，地球資源の継続的な搾取，等々．その中に

は人知が機能すれば防げるものもあるとするが，科学技術文

明は将来的にも困難な課題を蓄積させている．すなわち，地

球規模での持続可能な環境マネジメントこそが求められてい

るのである．

“Anthropocene” の問題はその後も数多くの研究者に注目

され，現在でも世界中の諸機関において科学的な検証，現

状の把握と将来的な検討が進められている．例えば，J. ザラ

シーウィッツは，多少皮肉的ではあるが，次のように指摘し

ている4．何万年か後には，今日我々が “Anthropocene” と呼

ぼうとしている地層からはコンクリートやプラステティックを

はじめ，本来は自然界には存在しなかった新たな化合物や放

射性物質の痕跡が見出されるであろう．また，遺跡としては，

鉱石採掘のために掘った鉱山の坑道や都市の地下鉄の跡が

残される．そして，発掘された人間の骨には，人工弁や人工

関節が人間の技術の証を物語るのである．

上で述べたことはそれだけでは問題ではない．むしろ，問

題となるのは，地球環境の変化をもたらした原因である．地

層の調査から恐竜の絶滅が氷河期の到来や巨大隕石の衝突

によるとされているように，もし遠い将来に “Anthropocene”

の終結が人間の科学技術によると推測されることがあるとす

れば，それこそが問題なのである．その意味で，

“Anthropocene” という概念は現代文明への警鐘とも理解す

ることができる．

２．“Planetary Boundaries”

もう一つの動きは，スウェーデンの Stockholm Resilience 

Centerのロックストローム（J. Rockström）のグループが提

唱する “Planetary Boundaries” である．彼らは 2009年に発

表した論文の中でそのアイデアを示している5．

前項の “Anthropocene” でも指摘したとおり，科学技術に

根ざした現代文明は益 自々然への負荷を増加させている．そ

の結果が，地球温暖化などの気候変動や生態系の危機的変

化を生じさせている．ロックストロームはこうした状況に対し

て次のように指摘する．Holoceneの間は，「環境は自然の中

で変化してきた」．その変化は地球システムのキャパシティ

の範囲で生じてきたし，その豊かな自然環境が人間の発展を
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可能にしてきた．しかし，人間の科学技術は，一方では人間

に生活の豊かさを提供しながら，他方ではその過度の展開に

よって地球のキャパシティを超える負荷─地球が復元性

（resilience）を保てる以上の負荷─を与えてきたのである．

こうした観点から，ロックストロームは以下の 9つのプロ

セスを挙げ，地球システムの境界─人間が地球上でスムー

ズに活動できる境界─について検討している．

Process 1 気候変動（Climate change）

Process 2 海岸の酸性化（Ocean acidification）

Process 3 成層圏オゾンの減少（Stratospheric ozone 

depletion）

Process 4 窒 素 およびリン の 循 環（Nitrogen and 

Phosphorus cycle）

 （4a - Nitrogen cycle （part of a boundary with 

the Phosphorus cycle）） 

 （4b - Phosphorus cycle （part of a boundary 

with the Nitrogen cycle））

Process 5 地球規模での淡水利用（Global freshwater 

use）

Process 6 土地利用変化（Change in land use）

Process 7 生物多様性の減少速度（Rate of biodiversity 

loss）

Process 8 エアロゾルの負荷（Atmospheric aerosol 

loading （not yet quantified））

Process 9 化学物質による汚染（Chemical pollution （not 

yet quantified））

これらの 9つのプロセスには，「気候変動や海洋の酸性化

のように，もともと大陸・地球規模のものと，淡水利用の変

化や土地利用変化のように，元来は局地的，地域的なプロセ

スだが多くの場所で同時に起こることにより地球規模での問

題となるものに分けられる」6．ロックストロームは，地球シス

テムがキャパシティを超えず人間が安全に活動できる範囲と

して，それぞれのプロセスにおける数量的指標と閾値を設定

している（ただし，領域 8と9に関しては未決定としている）．

ロックストロームは，結果として，プロセス1とプロセス 7

およびプロセス 4aについては既に地球の境界を超えている

と結論づけている．プロセス1の気候変動に関しては，温暖

化の要因である大気中のCO2濃度と放射強制力の増加が非

可逆的なレベルに達しているという懸念を指摘している．ま

た，プロセス 7の生物多様性の減少は他のプロセスと密接に

関わっている．生態系の機能は地球環境の維持に大きく関わ

る．したがって，生物多様性の減少や損失は陸地および海洋

の生態系の脆弱性を増大させ，気候変動や大洋の酸性化と

いった自然環境の脆弱性を増大させる．さらにプロセス 4a

の窒素循環では，農業肥料などを含めて産業が排出する窒

素酸化物の増大が生態系の復元力を弱めることになる．

もちろん，これらのプロセスのうち一つだけを取り上げて

境界を議論することは適当ではない．9つのプロセスが相互

に関連しあって地球環境全体を構成しているからである．例

えば，プロセス 5（淡水利用）およびプロセス 6（土地利用）

は，人間の活動範囲の拡大を意味する．人間が居住地や耕

地を広げることでより多くの陸水を使用することは，生態系

の喪失や地下水脈の枯渇を生じさせる．また，肥料使用量

の増大といった懸念もあり，それは生態系の喪失にもつなが

る．それだからこそ，人間営為と自然のキャパシティのバラ

ンスが検討されなければならないのである．

この論文において，ロックストロームは “Anthropocene” に

ついてはふれていない．むしろ，今日の人間営為が

Holoceneの維持を阻害していることに警鐘を鳴らしているの

である．Planetary Boundariesが提示する閾値とは，地球環

境にとって復元性を失うほどの非可逆的変化が生じないため

の一つの境界であると考えることができる．そこでは，人間

が個人としても，集団としても，地球環境の維持にどのよう

に立ち向かうかが求められているのである．

Ⅳ．地球環境を捉える視点の検討

1．環境の捉え方に対する一つの問題提起

人間の文明は一つの岐路に立っている．地球規模での持

続可能性を考える上では，次の二つの命題を考える必要が

ある．

「人間は自らの生活（すなわち文明）の維持，および，さら

なる進歩を求める．」

「人間は自らを取り巻く自然環境を保全し，維持することが

求められる．」．
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これらの命題は本質的には相反する要素を内包する．実際，

18世紀以降のテクノロジーの進歩による文明の展開が自然

環境を阻害し種々の問題を生じさせてきたことは否めない．

その一方で，これら二つの命題が密接に関連していることも

事実である．ロックストロームが指摘するように，Holocene

期の自然環境は人間の文明の高度な発展を可能にした．しか

し，現代文明の発展にも起因する現在の気候変動は，人間

社会に自然災害として多くの被害をもたらし，人間はその対

応に躍起になっている．ここに新たな課題─人間は自然環境

を維持しながら，いかに自らの生活を進歩させるか─が生じ

る．この場合，“進歩” は必ずしも科学技術的な進展だけを意

味しない．むしろ，「人間が快適さや豊かさ（comfort）を伴っ

た生活を保てるか」を意味する．したがって，「人間生活の豊

かさと自然環境の維持」という一見矛盾する二つの要素に対

して，何らかの打開策を見出すことが急務となる．

人間にとっての生活─広い視野で考えれば人にとっての文

明─の根底にあるのは，“生を営む”ことである．それゆえに，

人間は本質的には生活の満足を求める．その満足は単に個

人的なものではなく，社会的なもの─家族や社会全体の満

足─であることが望まれる．各個人にとっては未来の社会も

また自らの生活の延長上に位置付けられ，その継続性を期待

するからである．しかし，現在の社会状況が継続されること

は，同時に自然環境がもたらす危険さも引き継がれることに

なる．このように考えると，上の二つの命題を同時に成り立

たせるためには，人間自身の生活に対する価値観の中に環境

への意識を取り込むことが必要になる．言い換えれば，環境

保全や維持が人間生活の一部に取り込まれ，全体としての

満足につながることを考えなければならないのである．

2．QOL（Quality of Life）について

前項で人間生活における価値観についてふれたが，今日

生活の満足度を表す概念としてQOLがある．ここではこれ

を拡張して，環境を対象とした “環境QOL” を導入すること

を検討したい（次節）．まずはQOLそのものについて多少考

察する．

QOL（Quality of Life）という概念は，今日では健康や医

療に関してよく用いられる．しかし，歴史的には必ずしもそ

れに限るわけではない．QOLの “Life” とは，人間の “生命”

であり，同時に “生活” を意味する．すなわち，一方では生死

に関わる人間の存在の根本を，他方では生きている日常の状

態を表す．したがって，QOLは “人間存在や生き方の質” を

意味することになる．狭義には，例えば終末期医療における

患者の良好な生活状況を意味し，その向上とは，患者がたと

え死を目前としているにしても，その人間性を尊重し，満足

して残された生を送れるような生活向上を目指すことになる．

また，QOLは医療に限ったものではなく，広義には仕事や日

常生活を含めた生活全般における “豊かさ” を意味する．上

のいずれの場合においても重要であるのは，その根底に人間

自らの生への満足がある点である．すなわち，“QOLの向上”

あるいは “QOLを高める” とは，個人的にも社会的にも人間

が人間としてそれぞれに“豊かな生”を生き，それに満足でき

ること，あるいは，満足の状態を保つことであるということが

できる．

もともとQOLに近い概念が登場するのは，18世紀の産業

革命の時期に遡るといわれる．中西と土井は，イギリスにお

ける産業革命が推し進めた都市化・工業化に伴う環境汚染

や貧困の中，生活革命によって「より高い生活様式への欲

求」が庶民に芽生えたと指摘する7．その結果，「個人の期待

と現実の生活の差に依存した」ものとしてQOLの考え方が

登場するとしている8．また，この結果として公衆衛生など社

会環境の整備も進められたという．ここで，implicitであるに

してもQOL概念の萌芽が 18世紀の産業革命に見出される

ことは興味深い．これは，クルツェンらが提唱する

“Anthropocene” の始まりと呼応する．すなわち，科学技術文

明が環境へ影響し始める時期には，既に人間生活の豊かさ

や満足の議論が内包されていたことになる．

その一方で，今日よく知られているように，QOLの概念を

導入したのはアメリカの大統領ニクソンであった．これに関

しても中西と土井は次のように指摘している9．すでにジョン

ソン大統領の時代から光化学スモッグなどの環境問題が市

民の関心事となっていた．これに対し，ニクソンは大統領の

選挙戦において環境改善による生活の向上を目標に掲げ，

“We need a high standard of living, but we also need a high 

quality of life ” と主張し，政策にQOLの概念を明確に取り

入れたのであった10．その意味で，1970年はアメリカにとっ

て“QOLの年”と呼ばれる．

したがって，QOLの概念としては，歴史的には先ずは人

間の生活環境の充実について検討されたことがわかる．大森
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のまとめ11によると，QOLの定義は，1970年代には個人の生

活に対する満足度や幸福感として議論され，また1980年代

には保険医療分野に展開されることになる．しかし，それ以前

に，人間の健康や医療に関わる分野でのQOLの確立につい

ては，WHO（国際保健機関，World Health Organization）

も大きく関わっている．実際，1947年にWHOは健康を次

のように定義する．

“Health is a state of complete physical, mental and social 

well-being and not merely the absence of disease or 

infirmity.”12

この定義は，今日の健康に関わるQOLの原型ということが

できる．

加えて，WHOは1990年代にはQOLについても定義を

与えている（WHOQOL）．

“WHO defines Quality of Life as individualsʼ perception 

of their position in life in the context of culture and value 

systems in which they live and in relation to their goals, 

expectations, standards and concerns.”13

その上で，現在ではその評価領域として以下の 6領域を定

めている．

1） 身体的領域（Physical health）

2） 心理的領域（Psychological health）

3） 自立レベル（Level of Independence）

4） 社会的関係（Social relationship）

5） 環境（Environment）

6）  精神性（宗教性／個人的信仰）（Spirituality/

Religion/Personal beliefs）

さらに，これら6領域に対して 26項目の評価指標を設けて，

個人のQOLの度合いを測定する方法を示している．

QOLに関するWHOの定義は，健康的な人間生活という

視点からの肉体的および精神的状態に対する個人の満足度，

安寧感を指し，その一つの基準を提示している．しかし，

QOLの歴史的展開を見てもそうであるが，一般的には“QOL

には明確な定義が存在しない”ということが妥当であると考え

られる．実際，これまでの研究では，さまざまな種類のQOL

が検討され，その名称も必ずしも一定ではない．例えば，土

井は，QOLを健康に直接関連するQOL（health-related 

QOL： HRQL）と健康と直接関連しないQOL（non-health-

related QOL: NHRQL）とに分類している14．WHOが定義

するWHOQOLは専ら前者に相当する．他方，後者は，人

間生活において医療から直接の影響を受けない範囲での

QOLということになる．また，下妻はQOLを理解する上で

の重要な要素は“主観性”であるとし，「QOLは人々の主観的

な認識により成り立っている「心理量」である」としている15．

上での検討から考えると，「万人（人類全体）のQOL」とい

う表現は概念としては可能であるが，必ずしも適切ではない

し，実際に現実的ではない．QOLが個人というレベルでの

人間生活の “豊かさ” とそれに対するある種の “満足度” を意

味するからである．したがって，誰を対象とし，何を目的とす

るのかが明確でなくてはならない．そして，これは社会の中

で生きる個人にとっての“Life”の意味に関わってくる．例えば，

終末期の患者にとっては最後の瞬間までをいかに生きるかが

そのQOLを意味づけるのである．すなわち，各個人が自ら

の生を生きる上で，それぞれが意識する具体的な目標に対

する満足を考えることがQOLの本質なのである．

Ⅴ．“環境QOL”の導入に向けて

1．QOL概念の拡張としての“環境QOL”の導入

前節でのQOLの概念をふまえ，自然環境の維持をも視野

に入れた人間社会の豊かさを求める可能性について検討を

試みる．

これまで見てきたように，QOLは人間生活の広い範囲に

亘って導入し得る概念である．実際，現在では既にさまざま

な領域におけるQOLが検討されている．例えば，宮本と坂

部は “情報関連QOL”（Information-related QOL）について

検討し，その定義を「情報環境の利用者が自身の情報リテラ

シーを適切に活用して得られた種々の満足度や健全度」とし

て定めている16．さらに，彼らは「情報リテラシー満足度」，

「情報活用満足度」，「情報活用健全度」の 3領域に対して指

標を設定してアンケートを実施し，その検証を実施している．

また，本研究との関連でいえば，都市化に伴う居住空間の拡

大に対して経済効率化と人間生活のQOL確保に向けて，“生
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活の質をもとに調整された生存年数（Quality Adjusted Life 

Year）” を指標とした研究も見られる17．この研究では，土木

系分野についての検討から自然災害に対する “災害安全性”

（Safety and Security）に関しても検討しており，ある意味で

環境との関連をふまえたQOL研究の一環と考えることがで

きる．

さらに，QOLは広く人間を取り巻く社会的な環境に対す

る意味として捉えることも可能である．例えば，EUにおいて

は生活の質は “8＋1次元”として定義されており，その次元

として，1）所得，消費などの生活条件，2）生産的な活動，

3）健康，4）教育，5）レジャーと社会的交流，6）経済的お

よび物理的安全性，7）ガバナンスと基本的権利，8）自然と

生活環境，およびこれらに加えて，全体的な人生の経験，が

挙げられている18．

これらの研究をふまえ，本研究では「人間生活の豊かさと

自然環境の維持」の両立の視点からあらためて “環境関連

QOL”（environment- related QOL: 以下“環境QOL”（eQOL）

と呼ぶ）の導入を試みる．これは，人間生活（すなわち我々

の文明）の存続が地球規模的な持続可能性に支えられるとい

う考え方を基礎とする．

人間は常に自然と対峙して生を営んでいる．その結果，人

間社会すなわち人間が活動する場所の自然に対する暴露（環

境としての自然とどの程度接触しているか）と脆弱性（自然変

化に対してどの程度耐え得るか）は必然となる．そして，そ

れ故に環境問題と自然災害は密接に関わる．しかし，その関

係は，人間が自然の脅威から自らの生活を守ろうとするとい

った負的なものだけではない．むしろ，人間にとって大切な

のは，自らが自然との共存をいかに “楽しめる” かという問題

である．この “生を楽しむ” という発想こそがそれぞれの

QOLに関わってくる．すなわち，与えられた環境の中で自ら

の生を “持続的に楽しむ” 過程を通して得られた満足度や社

会的妥当性が “環境QOL” なのである．したがって，人間に

とっての “環境QOL” の向上は，同時に地球の持続可能性

（sustainability）の維持と同等の意義をもつことになる．

2．“環境QOL”の概念構成

QOLの定義には明確な対象と目的が必要である．加えて，

QOLを実質化するための構成概念と，その構成概念が適正

かつ妥当であるかを判断する根拠も必要である．したがって，

環境QOLに対しても必要な諸要素を検討することが本研究

の目的となる．

人間が自然環境を考える視点は多様で複雑である．自然

を人間にとっての外的で物理的な対象として見る場合には，

自然は人間にとっての資源であり，人間の生存にとっての開

拓の対象となる．同時に，それは人間生活の存続にとっての

脅威ともなり得る．他方で，例えば海が人間にとって癒しの

対象となるように，自然が人間精神にとっての拠り所となる

場合もある．それは，自然が観光やレクリエーションの対象

となる場合も同様である．

より根源的に述べるなら，自然はそれに対峙する人間の位

置付けによって異なってくる．自然を人間の客観的対象物で

あると捉える立場もあるが，逆に，人間をも自然の一部であ

ると考える立場もあるからである．それぞれの立場に応じて

環境QOLを考えると，以下のような視点が設定される．

［eQOL（Ⅰ）］生態系を含む自然環境に対する eQOL

［eQOL（Ⅱ）］環境に対峙する人間にとっての eQOL

ここで，［eQOL（Ⅰ）］は自然環境の維持そのものを意味する．

すなわち，自然環境が人間営為とは独立に維持されることに

価値や満足を見出す視点を表す．また，［eQOL（Ⅱ）］は，物

理的にも精神的にも人間との関りの中で自然を考えることを

意味する．この場合，人間にとって自然は資源などの物質的

な利益を供与する対象でもある．したがって，人間は，自ら

の生活上の豊かさと自然環境の存続のバランスを保つことに

価値や満足を見出すことになる．最終的には，これら二つを

総合した立場が環境QOLの全体を構成すると考えられる．

したがって，その概念構成は，例えば以下のような領域と

して設定される．

［1］自然の物理的状態に対する価値

［2］自然に対する精神的な価値

［3］自然からの脅威の軽減（防災・減災）

［4］自然の社会的価値

ここで，［1］は一方では自然環境をあるがままの状態で維持

することを意味し，他方では，人間の活用を考えて自然を維

持することを意味する．ただし，人間と自然の共存─地球規
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模的な持続可能性─を大前提とする．［2］は基本的には自

然に対する個人の価値意識に依存する．また，人間は常に自

然災害から自らの生活を守らなければならない．したがって，

［3］も重要な要素となる．そして，最終的には，自然環境が

人間と共存する形で維持されることに人間自身が満足をする

ことが［4］の社会的な価値意識を構成する．

一般的には，QOLは個人のある対象に対する満足度を示

す．しかし，環境QOLが多少異なるのは，個人の問題に止

まらないという点である．最終的には人類全体の存続のため

に自然環境の維持を考えなければならないからである．それ

でも，環境QOLに関しては，個人から集団へ，あるいは，

地域から全体へといった階層ごとの展開も考える必要がある．

その階層は以下のようになると考えられる．

Step 1： 自らが住む地域の自然環境に対する価値意識や満

足感

　　　　（個人から地域集合体の意識へと展開）

Step 2： ある地域の自然環境維持に対する外部の人々の価

値意識や満足感

　　　　（自らの価値意識の醸成，展開につながる）

Step 3： 各集合体の自然環境への価値意識や満足感がよ

り広い地域で共有される

　　　　（ 個人→その地域集合体→より広範な集合体へ

と価値意識が拡散）

Step 4： いくつかのモデルの国レベルや地球規模への拡散

これらの各 Stepを図示したのが【Fig.1】である．ここで，各

地域はそれぞれの状況において，個人的レベルあるいは集

団レベルで自分の住む地域の環境ついて考える．それは，そ

の地域の集団の満足度─すなわち環境QOL─を構成する．

そして，それは例えば観光や教育活動を通して外部にも影

響を与える．こうして，いくつかの環境維持活動を含めた環

境QOLが醸成されていき，地域から国や地球規模への展

開がはかられることになる．

今後の課題としては，上の［1］～［4］に示したそれぞれ

の構成概念に対して，より詳細な項目を設定し，アンケート

調査などを通しての検証が必要となる．

Ⅵ．まとめにかえて─今後の研究の方向性

冒頭でも述べた通り，2016 年 4 月 14 日および 16 日に熊

本，阿蘇地方は大地震に見舞われた．この地震によって熊本

県の各地では甚大な被害を受けたが，とくに布田川・日奈久

断層を中心に断層のずれや斜面の崩落，家屋やビル，橋等

の倒壊が生じ， 多くの人的被害も生じる未曾有の被害となっ

た．自然環境という点から述べると，農業遺産としても知ら

れる阿蘇草原でも斜面の崩落や地割れが生じ，また，地下

水脈系の変化による湖水の枯渇などが見られた．

こうした状況を放置することは，単に自然環境に関わるだ

けではなく，人間生活にも重要な影響をもたらす．例えば，

阿蘇はある意味で人工的な草地であり，その環境は野焼きに

よって維持されてきた．したがって，震災による草原の変化

によって野焼きが行えなくなることで，その維持が不可能に

なる．また，阿蘇草原は水資源の涵養地としての意味をもつ．

したがって，阿蘇草原の性格の変化は下流域の熊本平野に

【Fig. 1】 Diffusion and Cooperation of eQOL
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も大きな影響をもたらす．さらに，熊本平野を流れる白川等

の河川および地下水脈系の変化も，下流域の農業などに影

響を与えることが推察される．自然災害はこうした自然の実

質的な活用ばかりに影響を及ぼすだけではない．それは観光

などの産業にとっても同様な被害をもたらす．

したがって，文明研究所のコア・プロジェクト「里山再生

（森里川海研究）プロジェクト」では，本報告で示してきたさ

まざまな前提や視点を基礎にしながら，熊本地震後の自然

環境の保全・再生と震災復興（防災，減災）について調査し，

今後の対策等について検討することを目指す．とくに 2018

年度においては，以下の 3つの方向性を中心に研究を進める．

（1）  阿蘇から熊本平野，河口域までの水文学研究（森

里川海研究）

（2） 生態系を含めた阿蘇草原の多様性に関する研究

（3） 自然環境の維持に対する人々の意識に関する研究

このうち（1）と（2）に関しては生態学を含む自然科学的

あるいは土木工学的な分野を中心とする検討となる．とくに，

（1）は水文学を中心とする森里川海研究で，阿蘇地域から

有明海までの河川を中心とする陸水について，震災の影響を

含めて検討する．より具体的には，熊本県域における地下水

脈を含めて水循環システムを明らかにすることを目的とし，

以下の 3点について調査を進める．

① 「阿蘇～熊本水循環連関モデル」の構築

②  阿蘇草地を中心とする水環境の将来的な「持続可

能モデル」の提示

③  熊本地域における「水循環と営農の関係」について

の検討（白川・緑川の河口部の栄養塩類調査の結

果を指標とし，営農（人為）と水循環（自然環境）

の関係性について検討）

また，（2）は専ら阿蘇の自然環境の保全に関わる．これま

での研究からも明らかなように，阿蘇草地は水資源の涵養地

としての役割を有するが，植生などの保全は草地の持続可

能性にとって不可欠となる．その意味では，多様な生態系へ

の震災による阻害は常に注意すべき問題となる．

その一方で，（3）は人文・社会科学的視点からの研究とな

る．また，環境QOLを含む．すなわち，自然は人間にとって

どのような意味をもつのかという問いに対して，人間の精神

的価値観についての検討を行う．同時に，自然変化（自然災

害）に対する人間の対応─防災・減災─についても重要な課

題として位置付け，検討を試みる．また，環境QOLに関し

て考えると，自然との共生をふまえた人間生活の満足度をは

かる指標の設定も重要となる．そのために，熊本地震をふま

えてアンケート調査を実施し，自然の脅威も含めて人々の環

境への意識について考察することで，具体的な指標の決定

を目指す．

本研究が目指す「人間生活の快適さと自然環境の持続的

可能性」の両立はそれほど簡単なことではない．人間生活は，

自然に対する暴露と脆弱性から常にその脅威に曝され，それ

に対処を余儀なくされてきたからである．しかし，物質文明

の高度な進展によってコンクリートに囲まれた都市を形成し

てきた人間にとって，自然災害は必ずしも負の要素となるば

かりではない．それは，人間が自然と共存することの再認識

の機会を提供する．例えば，2011年の東北大震災で15メー

トルを超える津波が押し寄せたことで，今度はそれに耐え得

る防波堤を築く．しかし，次の津波がその規模にとどまる保

障はない．むしろ，一方では食料資源を提供し，他方では海

という景観が精神的な癒しを与えてくれた海との間に生じた

隔壁は，それ自体が別な意味での“負の要素”を内包すること

も事実である．それだけに，人間が自然という環境の中でど

のように生きるかは人間精神の内奥にも関わる問題となる．

そこに文明論としての環境問題を検討する意義が見出される

のである．
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